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（経営管理部）   ○付は新規 
（単位:千円） 

事  業  名 予 算 額 
左  の  財  源  内  訳 

説                 明       
国庫支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

〔財政課〕 

 1公債費 

 

99,733,520 

   

777,214 

 

98, 

956,306 

 

 県債の償還等に要する経費 

 1 元金                 93,117,577千円    

 2 利子                  6,615,943千円    

2積立金 1,669,061   169,061 1,500,000  各基金の積立に要する経費 

 1 財政調整基金積立金            45,343千円 

 2 県債管理基金積立金            113,219千円 

 3 県有施設整備基金積立金           10,499千円 

  4 退職手当基金積立金           1,500,000千円 

〔人事課〕 

3海外派遣研修事業 

 費 

 

13,005 

   

4,230 

 

8,775 

 

 県職員を(一財)自治体国際化協会シンガポール事務所及び海外研修

に派遣することにより、職員の国際的視野を広げ、資質の向上を図る

ための経費 

4総務事務センター

運営費 

195,764   15 195,749  総務事務の集中管理に要する経費 

 

 

〔行政改革ＩＣＴ推

進課〕 

 5行政改革推進費 

 

 

2,546 

    

 

2,546 

 

 

 行財政改革大綱の推進管理等に要する経費 

6とちぎデジタル県

庁推進事業費 

1,570,107  102,000 51,857 1,416,250 ＩＣＴを活用した業務の省力化・効率化等の推進に要する経費 

1 働き方改革対応型ＰＣ環境整備費      1,404,168千円    

(1)ＰＣモバイル化事業費       1,192,322千円      

(2)無線ＬＡＮ等環境整備費       199,633千円      

(3)ＬＧＷＡＮ専用端末運用費       12,213千円      
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事  業  名 予 算 額 
左  の  財  源  内  訳 

説                 明       
国庫支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

      2 業務改善実行事業費             44,098千円    

 ・ＩＣＴツールの活用、○デジタル化を見据えた業務改善 

3 デジタル人材育成事業費            40,605千円    

4 行政手続オンライン化事業費        35,857千円    

 (1)ＡＳＰサービス運用等経費      31,870千円 

(2)行政サービス利便性向上事業費     3,987千円      

5 自治体情報セキュリティ強靱化事業費     45,379千円 

7電子県庁推進事業 

 費 

（一部再掲） 

2,682,033 5,245 218,000 52,301 2,406,487  行政サービスの向上を図るための電子県庁の推進等に要する経費 

 1 情報ネットワーク推進事業費        50,637千円    

 2 行政ネットワーク充実事業費        330,083千円 

 3 マロニエ21ネット整備事業費        105,629千円 

 4 共同利用型基盤運用事業費         255,728千円 

 5 情報システム等効率化事業費            1,582,415千円 

 6 自治体情報セキュリティ強化対策事業費等  357,541千円 

〔職員厚生課〕 

8職員等福利厚生費 

 

181,010 

   

2,372 

 

178,638 

 

 職員の福利厚生事業等に要する経費 

 1 職員健康管理費              122,227千円    

 2 メンタルヘルス対策費            5,450千円 

 3 労働安全衛生対策費            18,094千円 

 4 福利厚生事業助成費            25,577千円 

5 職員住宅管理費               1,861千円 

6 ストレスチェック事業費           7,801千円 

〔文書学事課〕 

9私立学校助成費 

 

10,878,142 

 

5,193,159 

  

30 

 

5,684,953 

 

 私立学校に対する助成等 

 1 小・中・高校助成費           5,731,753千円    

(1)小・中・高校運営費補助金      5,713,303千円 

   (2)教育改革推進費補助金          18,450千円 

 2 私立高等学校等修学支援事業費           3,950,681千円    

  (1)高等学校等就学支援金         3,886,259千円 
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事  業  名 予 算 額 
左  の  財  源  内  訳 

説                 明       
国庫支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

        (2)私立高等学校等授業料減免補助金      1,037千円 

  (3)私立高等学校等入学料減免補助金     63,385千円 

  3 私立小・中学校等授業料減免補助金       7,392千円 

 4 奨学のための給付金（私立）事業費      230,919千円 

 5 学び直しの支援（私立）事業費          2,297千円 

 6 私立学校教職員共済補助金          186,418千円 

 7 栃木県私学退職金社団補助金         132,157千円 

  8 専修学校等運営費補助金           41,230千円 

  9 高等教育修学支援事業費           591,331千円 

10 授業目的公衆送信補償金補助金        3,964千円 

 

〔管財課〕 

10県庁舎等管理運営 

 費 

 

1,382,445 

 

 

  

108,920 

 

1,273,525 

 

県庁舎等の管理運営に要する経費 

 1 県庁舎等運営費              407,316千円 

 2 業務委託費                936,493千円 

3 管理負担金                 38,636千円 

 

11本庁舎設備等改修 

事業費 

638,457  409,000 137,000 92,457 本庁舎の計画的な改修に要する経費 

1 照明ＬＥＤ化改修事業費                    92,400千円 

 ・債務負担行為 令和５（2023）～15（2033）年度 

限度額 950,000千円 

2 駐車場管制設備更新工事費         242,550千円 

・継続費   令和６（2024）～７（2025）年度 

・継続費総額 353,430千円 

 3 非常放送設備更新工事費          118,470千円 

 4 自動火災報知装置修繕工事費         155,210千円 

 5 交流無停電電源装置点検修繕工事費      6,327千円 

 6 非常用発電設備点検修繕工事費       23,500千円 
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事  業  名 予 算 額 
左  の  財  源  内  訳 

説                 明       
国庫支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

12県庁舎等長寿命化

推進事業費 

3,154,257  2,786,000 360,000 8,257  「栃木県県有建築物長寿命化工事実施計画」等に基づく県有建築物

の計画的な改修に要する経費 

1 とちぎ健康の森本館空気調和設備等改修費 1,506,771千円    

  ・継続費   令和５（2023）～７（2025）年度 

  ・継続費総額 3,013,543千円  

2 県有建築物改修費            1,647,486千円 

  ・対象施設 小山庁舎、グリーンスタジアム、衛生福祉大学校、

県央産業技術専門校、農業大学校、畜産酪農研究セ 

ンター、栃木ヘリポート（消防防災航空隊事務所）、

消防防災総合センター、警察航空隊庁舎、運転免許 

センター、矢板警察署（11施設） 

〔税務課〕 

13賦課徴収費 

 

5,526,996 

  

405,000 

 

257,246 

 

4,864,750 

 

 県税の賦課徴収等に要する経費 

 1 県税徴収費                11,293千円    

 2 税務事務オンライン経費          233,419千円 

 3 税務電算開発費                 6,371千円 

 4 税務管理費                  56,127千円 

5 税収確保特別対策事業費           4,743千円 

 6 次期税務システム導入費          413,762千円 

・債務負担行為 令和７（2025）～８（2026）年度 

          限度額 1,137,293千円 

7 税務電子申告経費             117,251千円 

8 徴税経費                4,124,774千円 

  (1)個人県民税徴収取扱費交付金    3,373,000千円 

  (2)特別徴収義務者交付金        551,000千円 

  (3)地方消費税徴収取扱費手数料     113,000千円 

  (4)コンビニ収納手数料等        87,774千円 

 9 通知催告等経費              126,080千円 

10 コンピュータ運用管理費          433,176千円 

 


